
 計画の名称

 計画策定主体

 対象市町村

 計画の期間

 計画の目標

 定量的指標

 対象事業

　山地災害の発生の危険性が高い森林において、森林の防災効果と水源かん養機能を高めるための治山施設整備及び森林整
備（300ha）を実施することにより、集落の保全を図る。（０集落→30集落）

別紙のとおり

農山漁村地域整備計画

長野県　安心安全な暮らしと水環境を保全する災害に強い森林づくり計画

長野県

長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、須坂市、小諸市、伊那市、駒ヶ根市、中野市、大町市、飯山市、茅野市、塩
尻市、佐久市、千曲市、東御市、安曇野市、小海町、佐久穂町、軽井沢町、御代田町、立科町、長和町、下諏訪町、富士見町、
辰野町、箕輪町、飯島町、松川町、高森町、阿南町、上松町、南木曽町、木曽町、池田町、坂城町、小布施町、山ノ内町、信濃
町、飯綱町、川上村、南牧村、南相木村、北相木村、青木村、原村、南箕輪村、中川村、宮田村、阿智村、平谷村、根羽村、下條
村、売木村、天龍村、泰阜村、喬木村、豊丘村、大鹿村、木祖村、王滝村、大桑村、麻績村、生坂村、山形村、朝日村、筑北村、
松川村、白馬村、小谷村、高山村、木島平村、野沢温泉村、小川村、栄村
（19市23町35村）

平成27年度～平成31年度（５年間）

　長野県は、県土の78％を森林が占めているが、森林の約26％が勾配30°以上の急傾斜地であり、地質的にも大規模な構造
線が錯綜しているなど脆弱な地帯が多い。
　このような自然条件の中、近年頻発している集中豪雨や台風による被害により、新たな災害や災害のおそれのある箇所が発
生しており、山地に近接している集落や道路等への危険度が増大し、また河川への土砂流入による濁水により、魚類の生息環
境の悪化が懸念されている。
　このため、本交付金を活用した治山事業及び漁場保全の森林づくり事業により、施設整備と森林整備を一体的に実施し、防災
効果と水源かん養機能の高い森林づくりを行う。
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合計
   （全体事業費）

5,096,065

農山漁村地域整備計画の対象事業

455,608
効果促進事業のため未
記入

効果促進 - 長野県 長野県 長野市ほか 森林調査、施設調査

1,114,054
総事業費が10億円以下
のため未記入

漁場の保全の森
づくり事業

保安林改良事業 長野県 長野県 長野市ほか 森林整備 18,001
総事業費が10億円以下
のため未記入

漁場の保全の森
づくり事業

奥地保安林保全緊急対策事業 長野県 長野県 長野市ほか 谷止工、山腹工ほか

220,412
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業
山地災害総合減災対策治山事
業（復旧治山タイプ）

長野県 長野県 長野市ほか 谷止工、山腹工ほか 55,360
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 長野県 長野県 長野市ほか 谷止工、山腹工ほか

長野市ほか 谷止工、山腹工ほか 156,266
総事業費が10億円以下
のため未記入

2,363,146

治山事業
治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

長野県 長野県 長野市ほか 谷止工、山腹工ほか 713,218
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業
治山施設機能強化事業（機能
強化対策）

長野県 長野県

事業名

事業型 事業実施主体 関係市町村

計画期間内 計画期間内

事業箇所名 の事業内容 の総事業費工期 費用対効果

（工種及び数量）

治山事業 予防治山事業 長野県 長野県 長野市ほか

（地区名）

谷止工、山腹工ほか

（千円）

総事業費が10億円以下
のため未記入


